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１．建設業の時間外労働の上限規制

（概要・災害対応時の例外規定）



労働時間法制の概要

◆ １週40時間／１日８時間を超えて労働させてはならない

◆ 毎週少なくとも１回（または４週間に４日以上）の休日が必要

原則

◆ 例外的に時間外・休日労働をさせる場合は、使用者と労働者
の代表で36協定を締結し、所轄の労基署に届け出ること
が必要

◆ 36協定では、時間外労働の最大の時間数などを定める

例外
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建設業で働く方の上限規制

○建設事業（一般の業種と同じ規制を適用）
（例外）
法律による上限
(年６か月まで)
年720時間
複数月平均80時間＊
月100時間未満＊

（原則）
法律による上限
月45時間
年360時間

１年間（12か月）

法定労働時間

○災害における復旧及び復興の事業（労基法第139条第１項）
（一部規制が適用されない）

１年間（12か月）

（原則）
法律による上限
月45時間
年360時間

（例外）
法律による上限
(年６か月まで)
年720時間

Ｒ６年３月31日まで

Ｒ６年４月１日以降

※ 災害における復旧・復興の事業では、
・複数月平均80時間＊
・月100時間未満＊
とする規定は適用されない

限度時間
法定労働時間

限度時間
特別条項

特別条項

＊休日労働を含む

＊休日労働を含む

※大臣告示（限度基準告示）の適用なし上限なし
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労働基準法第1 3 9条第１項について

災害時の復旧・復興の事業とは、災害により被害を受けた工作物の復旧及び復興を目的とした発注を
受けた建設の事業のことであり、例えば、以下が該当する。

・公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法の適用を受ける災害復旧事業

・災害協定に基づく災害の復旧の事業

・維持管理契約内で発注者（民間含む）の指示により対応する災害の復旧事業

・複数年にわたって行う復興の事業 など

災害時の復旧・復興の事業とは

様式９号の３の２または９号の３の３による36協定を締結・届出することで、
上記の事業に労働者を就かせた場合には、時間外労働の上限規制のうち、
時間外・休日労働を
・１か月100時間未満とする上限規制
・２～６が月平均で80時間以内とする上限規制 が適用されない。

● 建設業では、労基法第139条第１項に、災害時の復旧及び復興の事業に従事する場合には、時間外労働の
上限規制の例外が設けられている。
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労働基準法第1 3 9条第１項について②

【例】９月に災害が発生し、①通常の建設の事業で80時間、
②災害における復旧及び復興の事業で40時間の時間外労働を行った場合

９月８月７月６月５月４月
（起算月）

①80時間
②40時間

80時間40時間40時間80時間40時間

通
常
の
工
事
と
災
害
に

お
け
る
復
旧
・
復
興
の

事
業
の
両
方
に
従
事

②の時間は、災害における復旧・復興の事業
⇒１か月に関する上限規制
複数月平均に関する上限規制の双方に含めない。

①の時間は、通常の建設の事業
⇒１か月に関する上限規制
複数月平均に関する上限規制の双方の対象

２～６か月平均80時間以内の上限規制の算定期間

９月における１か月に関する上限規制の対象の時間︓80時間
４月～９月における複数月平均︓

（40＋80＋40＋40＋80＋80）÷６=60時間

・１か月100時間未満
・複数月平均80時間以内
の上限規制を双方満たす

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月
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労働基準法第3 3条第1項について

● 労基法第33条第１項（災害など臨時の必要がある場合の時間外労働等）と労基法第36条（36協定による
時間外労働等）は、それぞれ独立した労基法第32条（労働時間）及び第35条（休日）の免罰規定であり、
労基法第33条第１項に基づき労働基準監督署長に許可申請等を行った場合は、36協定で定める限度と別
に時間外・休日労働を行わせることが可能となる。（上限規制は適用されない）

労働基準法第33条第１項

災害その他避けることのできない事由によつて、臨時の必要がある場合においては、使用者は、行政官庁の許可
を受けて、その必要の限度において第32条から前条まで若しくは第40条の労働時間を延長し、又は第35条の休日
に労働させることができる。ただし、事態急迫のために行政官庁の許可を受ける暇がない場合においては、事後に
遅滞なく届け出なければならない。

労働基準法第33条第１項の許可基準の概要

●単なる業務の繁忙その他これに準ずる経営上の必要は認めない。

●地震、津波、風水害、雪害、爆発、火災等の災害への対応（差し迫った恐れがある場合における事前の対
応を含む。）、急病への対応その他の人命又は公益を保護するための必要は認める。 など
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労働基準法第3 3条第１項と第1 3 9条第１項の関係図（イメージ図）

災害復旧事業

労基法第139条第１項の対象
（災害における復旧および復興の事業）

（例）緊急的な機能回復がある程度完了した段階で発注さ
れる被災した施設を原形に復旧する工事 など
※労基法第33条第１項の対象とはならない

災害復旧事業のうち、
労基法第33条第１項の対象

除雪作業 家畜伝染病に
係る防疫措置 など

（例）復興事業段階の工事

※労基法第33条第１項の対象とはならない

（例）都道府県等との災害協定・
（例）緊急的な機
能回復のための
災害復旧工事

災害復興事業

● 労基法第139条第１項は災害の復旧・復興に関する工事については事業の段階を問わず適用可能。
● 一方、労基法33条第１項は、災害その他避けることのできない事由によって、臨時の必要があると認め

られる場合に適用できるものであり、災害からの緊急的な機能回復を図るための復旧工事などに限られる。

災害復旧事業

防疫協定や契約等に基づく
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建設業の時間外労働の上限規制（災害対応のための例外）

10

災害対応のための例外の規定があります。各規定の適用対象となる場合の取り扱いは以下のとおりです。

労働基準法第33条第1項労働基準法第139条第1項
災害その他避けることのできない事由によって、臨
時の必要がある場合災害における復旧及び復興の事業対象

事前の許可又は事後の届出
（労働基準法施行規則 様式第6号）

専用の様式であらかじめ36協定を届出
（労働基準法施行規則 様式第9号の3の2
または様式第9号の3の3）

手続き

36協定で定める限度と別に
時間外・休日労働を行わせることができる

36協定で定める範囲内で
時間外・休日労働を行わせることができる効果

適用なし

【適用なし】
 月100時間未満
 複数月平均80時間以内
【適用あり】
年720時間
月45時間超は年6か月まで

上限規
制の取
り扱い

建設業に関する36協定届等の様式は、こちらから入手できます→



建設業の時間外労働の上限規制に関するＱ＆Ａ
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厚生労働省HPに掲載しています。QR コードから参照できます。御活用ください。

○令和６年能登半島地震に関するＱ＆Ａ

○建設業従事者の長時間労働改善に向けたポータルサイト
建設業の時間外労働の上限規制に関するＱ＆Ａ



２．時間外・休日労働協定(36協定)
の記載内容



3 6協定記載例（様式第９号）
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3 6協定記載例（様式第９号の３の３）
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３．労働時間の把握

変形労働時間制の活用



労働時間の把握

◆ 使用者の指揮命令下に置かれている時間
のことであり、使用者の明示または黙示
の指示により労働者が業務に従事する時
間は労働時間に当たる

◆ 現場への移動、自宅待機、作業着への着
替え、作業の後片付け時間も、使用者の
明示または黙示の指示がある場合には、
労働時間に該当する

労働時間とは

◆ 使用者が自ら確認するか、タイムカード
等客観的な記録を基礎として確認する

◆ やむを得ず自己申告によって労働時間を
把握する場合には、労働時間適正把握ガ
イドラインに基づく措置を講じる必要が
ある

労働時間適正把握
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労働時間について

 移動時間、待機時間については、厚生労働省労働基準局「建設業の時間外労働の上限規制に関するＱ＆Ａ（追補版）」
に考え方を詳細に示しており、パンフレット「建設業時間外労働の上限規制わかりやすい解説」にも掲載している。

次の場合は労働時間に該当しないと解されている。

・直行直帰が自由である中で、労働者間で任意に移動手段の
一つとして、集合時刻や運転者を決めて、社用車に乗り合
いで移動している場合

パンフレットＱ＆Ａ

次の場合は労働時間に該当しないと解されている。

・緊急対応の頻度が少なく、自宅待機中に食事や入浴など
の日常的な活動や、外出をすることが特段規制されて
いないなど、実質的に使用者の指揮命令下にあるとま
ではいえない場合

個別の判断を要するが、一般的には・・・

次の場合は労働時間であると解されている。

・社用車に乗り合うなど、移動手段が指示されている場合

・使用者や上司が車に同乗し、打合せが行われている場合

・（行き）移動前に資材の積込みなどが指示されている場合

・（帰り）移動後に清掃や資材整理が指示されている場合

移動時間について
次の場合は労働時間であると解されている。

・使用者の指示があった場合には即時に業務に従事する必
要がある場合

・急な需要に対応するために事業場内で待機を命じており、
待機時間の自由利用が労働者に保障されていない場合

待機時間について
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１年単位の変形労働時間制の概要

 特定の季節（夏季・冬季など）、特定の月で業務の繁閑が大きい場合には、１年単位の変形労働時間制を用いることが効果的。

 繁忙期の所定労働時間を長くする代わりに、閑散期の所定労働時間を短くするといったように、業務の繁閑に応じて、工夫しながら
労働時間の配分を行い、労働時間の短縮を図る。導入に当たっては、就業規則への規定、労使協定の締結（届出）が必要。

対象期間 （最大）１年間

４
月
５
月

６
月

７
月
８
月

９
月

1 0
月

1 1
月

1 2
月

１
月

２
月

３
月

繁忙期（特定期 間 ）

閑散期
所
定
労
働
時
間

制度イメージ

1 6 0 時間

1 8 0 時間

1 7 0 時間

○労働日と労働日ごとの労働時間をあらかじめ労働者に示す
対象期間を１か月ごとに区分し、各期間の初日の30日前までに、
その期間中の労働日・労働時間を示すことでも可

○労働日数は年間280日まで
○労働時間は１日10時間、１週52時間まで
ただし、①労働時間が48時間を超える週は連続３回まで

②対象期間を３か月ごとに区分した各期間で、
労働時間が48時間を超える週は３回まで

○連続労働日数は対象期間では６日まで
特定期間では12日まで（１週１回の休日を確保）

シフト作成のルール

対象期間を平均して、労働時間は１週40時間まで

豪雪地帯対策特別措置法第２条第１項に基づき、
豪雪地帯・特別豪雪地帯の指定を受けた道府県・市町村における
建設業法第２条第１項に規定する建設工事に係る屋外作業の業務
⇒上記①②の１週48時間についての制限がかからない

積雪地域の特例
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4．健康確保措置(長時間労働者に

対する医師による面接指導)



令和６年能登半島地震に関するQ＆A（抜粋）②－③（健康の確保）

・月80時間超の時間外・休日労働を行い疲労蓄積があり面接を申し出た方には、医師等による面接指導等が必要です。
・申し出がない場合も面接指導を実施するよう努めてください（※３）。

面接指導について、詳細はこちらのパンフレットをご覧ください。↑
★「過重労働による健康障害を防ぐために」 20

※１
時間外・休日労働
時間が月80時間を
超えた労働者が対
象です。



・労働者50人未満の事業場におかれては、地域産業保健センター（地さんぽ）の活用もご検討ください。
・地さんぽでは、長時間労働者等に対する面接指導も行っています。
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令和６年能登半島地震に関するQ＆A（抜粋）②－④（健康の確保）



令和６年能登半島地震に関するQ＆A（抜粋）②－⑤（健康の確保）
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石川中央地域産業保健センター
〒924-0865 白山市倉光7丁目122
白山ののいち医師会内
[TEL] 076-275-2440
[担当地域] 金沢市・白山市・野々市市・かほ
く市・河北郡

加賀・江沼地域産業保健センター
〒922-0423 加賀市作見町リ36番地
加賀市医師会内
[TEL] 0761-73-1450
[担当地域] 加賀市

中能登地域産業保健センター
〒926-0854 七尾市なぎの浦156
七尾市医師会内
[TEL] 0767-52-2297
[担当地域] 七尾市・羽咋市・鹿島郡・羽咋郡

小松・能美地域産業保健センター
〒923-0918 小松市京町81-2
小松市医師会内
[TEL] 0761-22-2714
[担当地域] 小松市・能美市・能美郡

奥能登地域産業保健センター
〒928-0001 輪島市河井町2部287番地1
能登北部医師会内
[TEL] 0768-22-5457
[担当地域] 輪島市・珠洲市・鳳珠郡
※奥能登地域産業保健センターへお申込み頂いた産業保健
サービスの実施時期については、状況を踏まえながら、対
応させていただきます。詳細はお問合せください。

全般的な相談先はこちらでも → 石川産業保健総合支援センター
〒920-0024 石川県金沢市西念1-1-3コンフィデンス金沢8F
TEL︓076-265-3888

各地区センター一覧です。



令和６年能登半島地震に関するQ＆A（抜粋）②－⑥（健康の確保）

・事業者の方、被災者やその家族、支援者の方向けに、メンタルヘルスに関する相談ダイヤルを設けています。
・また、情報をまとめたサイト「こころの耳」もご用意しています。

働く方のメンタルヘルスに関するポータルサイトです。
★「こころの耳」で検索︕
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本日のまとめ

・ご不明な点があれば、県内の労働基準監督署あるいは石川労働局労働基準部監督課までお気軽にご相談ください。
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○労基法第33条第１項は、災害その他避けることのできない事由によって、臨
時の必要があると認められる場合に適用できるもの。
→災害からの緊急的な機能回復を図るための復旧工事などに限られる。
→緊急的な機能回復がある程度完了した段階での工事、復興事業段階の工事は
対象とならない。

○労基法第139条第１項により、災害の復旧・復興工事に従事する場合には、
その段階を問わず、時間外労働の上限規制（１か月100時間未満、２～６が月
平均で80時間以内）が適用されない
→36協定の締結・届出が必要。業務の実情等に見合った上限時間の設定を。
→労働時間の把握を確実に。

○長時間労働で健康を害することのないように、労働安全衛生法に基づく長時
間労働者への面接指導等の実施など適切な対応を



石川県知事、市町長に協力を要請（石川労働局長・北陸地方整備局長）
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令和６年能登半島地震、令和６年奥能登豪雨の復旧・復興工事においても、建設業の働き方改革等の実現に向けて取
組を継続いただくよう、石川県知事（２月25日、県土木部長に手交）・各市町長（郵送）に文書要請
発注者に対して、適正な工期・請負代金の設定に協力を依頼していきます。

○適正な工期設定
令和６年３月に改正された
「工期に関する基準」を踏ま
え、週休２日を確保し、受注
者からの見積りに基づきなが
ら、受注者及びその下請負人
が上限規制を遵守できる工期
が設定されるよう御協力をお
願いします。



働き方改革に向けた民間の取組例

「目指せ︕建設現場 土日一斉閉所」運動

適正工期確保宣言

○ 大手、中小を問わず業界を挙げて、建設現場（緊急工事、工程上やむを
得ない工事を除く。）において土日閉所を目指す。
■期 間 ２０２４年３月～２０２５年３月（随時更新）
■内 容 ポスター作成及び周知

発注者、発注者団体への要請活動
※その他、構成団体で協議

■構成団体 （一社）日本建設業連合会
（一社）全国建設業協会
（一社）全国中小建設業協会
（一社）建設産業専門団体連合会

目指せ週休２日＋360時間
（2+360 ツープラスサンロクマル）運動日建連会員企業は、建設業の働き方改革を推進し、

担い手確保を図るとともに、労働基準法に則り適正に工
事を進めるため、発注者に対し見積書を提出する際に、
工事現場の 4 週８閉所、週 40 時間稼働を原則とした
適切な工期（以下「真に適切な工期」という。）に基づき
見積りを行い、工期・工程を添付するとともに、発注者
の理解を得るための説明を徹底する。
また、協力会社から真に適切な工期を前提とした見
積りがなされた場合には、当該見積及び工期・工程を
確認した上でこれを尊重する。

（一社）日本建設業連合会

（１）目指せ週休２日運動

（２）目指せ360時間運動
※ 時間外労働の上限を原則年360時間以内

（一社）全国建設業協会

スマイル企業シンボルマーク

適正工期見積り運動
発注者から工期の見積り・提案を求められた場合は、「工期に
関する基準」（中央建設業審議会）に沿ったものとする。

（令和３年度～）

（令和５年９月14日）（令和５年７月21日）
26



ご清聴ありがとうございました

厚生労働省労働基準局広報キャラクター たしかめたん 27

建設業の皆様、建設業で働く方々は、インフラを支え、災害があれば復旧・
復興のために誰よりも早く駆けつけて人々やその暮らしを守る、社会になくて
はならない存在です。
建設業労働者のうち、４分の１以上が60歳以上となっている一方29歳以下は

１割程度にとどまっているなど、将来の担い手確保が急務です。
若い方が建設業界に入って来やすくなるよう、魅力的な職場環境作りを行っ

ていけるようにするためにも、適正な工期設定（週休２日の確保）が課題です。
厚生労働省、石川労働局、労働基準監督署では、建設事業者に向けた支援を

継続するとともに、国土交通省北陸地方整備局など関係機関とともに、働き方
改革への協力を広く呼びかけていきます。
皆さまにおかれましても、引き続き、働き方改革への積極的な取り組みをよ

ろしくお願いいたします。

復旧・復興工事、
どうぞご安全に︕



（参考資料）
Ⅰ 建設業の働き方改革に関する取組
→働き方改革推進支援助成金、石川働き方改革
推進支援センターの活用事例もあります︕



働き方改革ＰＲ動画「はたらきかたススメ ver .２（建設業編）」

建設業の働き方改革の実現のため、厚生労働省では、国土交通省と連携して働き方改革ＰＲ動画を通じて、
工事の発注者・受注者に向けて、適正な工期・請負代金の設定（工期・金額のダンピングの禁止）を呼びかけている。

動画のポイント（知っていただきたいこと）

建設業では週休２日が十分に確保できていない工事もまだ見受
けられることから、これを改善するための取組が業界全体で進
められていること。

著しく短い工期が設定されると、土日も働かざるをえなくなり、
長時間労働につながってしまうため、工事の発注、受注に当
たっては、働く方の休日数も考慮した工期の設定をお願いした
いこと。

また、不当に低い金額で契約が締結されると、建設業で働く方
の処遇改善も難しくなることから、工事を発注するときも、受
注するときも、働く方のことも考えて、適切な金額での契約を
お願いしたいこと。

２代目イメージキャラクター
労働基準局広報キャラクター「たしかめたん」

週休２日を確保した適正
な工期設定を呼びかけ

適切な請負代金の設定
は、働く方の処遇改善
につながることを周知

→

→
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働き方改革推進支援助成金（建設業（業種別課題対応コース）） 石川労働局雇用環境・均等室
（076-265-4429）

30



２ 事業の概要・スキーム、実施主体
トライアル雇用助成金

支給実績： 令和５年度 5,984,684千円（128,297件）
ＫＰＩ ： トライアル雇用助成金（受給事業所の常用雇用移行率80%以上）

人材確保等支援助成金（受給事業所の定着率96%以上）
人材開発支援助成金 (受給事業所の定着率96%以上）

建設事業主等に対する助成金
１ 事業の目的
建設業においては、技能者のうち60歳以上の割合が約4分の1を占める一方、29歳以下は全体の約12％となっており、若年労働者等の確保・育成、技

能継承が極めて重要な課題となっている。本助成金では、建設労働者雇用改善法第９条に基づき、建設事業主等に支援を行うことで、建設労働者の雇用
の改善、能力の開発及び向上、雇用の安定を促進することを目的とする。

○職業経験の不足などから就職に不安のある若年者（35歳未満）や女性を対象として、試行雇用を
行った場合に支給されるトライアル雇用助成金（一般・障害者トライアルコース）に上乗せ助成

◆ 若年・女性建設労働者トライアルコース

【助成額】対象者１人あたり４万円/月（最大３ヶ月））

経費助成 中小建設事業主 60％
中小建設事業主以外 45％ など

◆ 若年者及び女性に魅力ある職場づくり事業コース（建設分野）

【対象となる取組例】
現場見学会、体験実習、インターンシップ等の建設業の魅力を伝える取組 など

人材確保等支援助成金

◆ 建設キャリアアップシステム等普及促進コース
○建設キャリアアップシステム（CCUS）等の普及促進を図ることを目的とし、建設事業主団体が普及
促進に向けた事業（最長１年間の計画的な事業）を実施した場合に助成

【対象となる事業】
○構成員に対し、CCUSの技能者登録料等の全部又は一部の補助
○CCUS登録等に係る申請手続支援
○就業履歴を蓄積するカードリーダーの導入等

経費助成 中小建設事業主団体 66.7％
中小建設事業主団体以外 50％

○作業員宿舎等の確保（岩手県、宮城県、福島県、石川県）や、建設現場の女性専用トイレ・更衣室を
整備した場合に助成

【助成率】経費助成 60％ など

◆ 作業員宿舎等設置助成コース（建設分野）

※ 人材確保等支援助成金の【助成率】は、賃金要件、生産性要件を満たさなかった場合の率。生産性要件を達成し
た場合は、上乗せして支給（経過措置）。１年以内に賃金要件を達成した場合も上乗せ支給。

【助成率】

【助成率】

○魅力ある職場づくりにつながる取組や広域的な職業訓練の推進活動を実施した場合に助成

○若年者等の育成と熟練技能の維持・向上を図るため、キャリアに応じた技能実習を実施した場合
に助成

【助成率･額】

１ 中小建設事業主(※支給対象：男性・女性労働者)

（１）労働者数20人以下

①経費助成 75％ ②賃金助成 8,550円/人日＜ 9,405円/人日 ＞

③生産性向上助成 ①の場合 15％、②の場合 2,000円/人日

④賃金向上助成・資格等手当助成 ①の場合 15％、②の場合 2,000円/人日

（２）労働者数21人以上

①経費助成 35歳未満：70％ 35歳以上：45％ ②賃金助成 7,600円/人日＜ 8,360円/人日 ＞

③生産性向上助成 ①の場合 35歳未満：15％ 35歳以上：15％ ②の場合 1,750円/人日

④賃金向上助成・資格等手当助成 ①の場合 35歳未満：15％ 35歳以上：15％ ②の場合 1,750円/人日

２ 中小以外の建設事業主（※支給対象：女性労働者）

①経費助成 60％

②生産性向上助成 ①の場合 15％

③賃金向上助成・資格等手当助成 ①の場合 15％など

【対象となる技能実習】
○安衛法による教習、技能講習、特別教育
○能開法による技能検定試験のための事前講習
○教育訓練給付金の支給対象となっている建設業法で定める技術
検定に関する講習(「通学制」、「eラーニング方式も含む通信制」)など

◆ 建設労働者認定訓練コース

◆ 建設労働者技能実習コース

人材開発支援助成金

①経費助成 補助対象経費の 16.7％ ②賃金助成 3,800円/人日
③生産性向上助成 ②の場合 1,000円／人日
④賃金向上助成・資格等手当助成 ②の場合 1,000円／人日

※ 人材開発支援助成金（建設労働者技能
実習コース）の賃金助成＜＞括弧内は、
建設キャリアアップシステム技能者情報
登録者の場合（令和６年度まで延長）。

【助成率･額】

○能開法による認定職業訓練または指導員訓練のうち、建設関連の訓練を実施した場合に助成

※ 人材開発支援助成金について、令和５年度より成果主義の賃金向上助成・資格等手当助成を導入（１年以内に
賃金要件または資格等手当要件を達成した場合に上乗せ支給）。生産性向上助成は経過措置として実施。
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石川労働局職業対策課
（076-265-4428）



石川働き方改革推進支援センター
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取組事例
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建設業における働き方改革推進支援助成金の活用事例

土木工事積算システムの更新による積算業務の
効率化の事例（Ｒ４年度勤務間インターバルコース）

自動追尾型測量機の導入による省人化の事例
（Ｒ５年度適用猶予業種等対応コース（※））

※現行のコースでは、業種別課題対応コースに該当
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建設業における働き方改革推進支援センターのサポートによる取組事例
（完全週休２日制の導入）
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建設業における働き方改革推進支援センターのサポートによる取組事例②
（勤怠データの見える化）
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